
 

 

○山形県遊佐町沖に係る海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定の案の公告及び縦

覧について 

 

 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成三十年法

律第八十九号）第八条第一項の規定に基づき海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域を指

定したいので、同条第三項の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 また、当該指定の案を、当該指定をしようとする理由を記載した書面を添えて、次のとおり縦

覧に供する。 

令和 5年 9月 1日 

経済産業大臣 西村 康稔 

国土交通大臣 斉藤 鉄夫 

 

  



 

一 海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定をしようとする区域 
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二 海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定の案の縦覧方法 

イ インターネットの利用による方法 

（１） 縦覧資料の掲載箇所 

経済産業省ホームページ及び国土交通省ホームページ 

 

（２） 縦覧期間 

令和 5年 9月 1日（金）から令和 5年 9月 15日（金）まで 

 

ロ 書面の閲覧による方法 

（１） 縦覧場所 

経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課 

国土交通省港湾局海洋・環境課 

山形県環境エネルギー部エネルギー政策推進課 

山形県庄内総合支庁総務企画部総務課連携支援室 

遊佐町地域生活課 

 

（２） 縦覧期間 

令和 5年 9月 1日（金）から令和 5年 9月 15日（金）まで（行政機関の休日に関する法律

（昭和六十三年法律第九十一号）に規定する休日を除く。） 

 

（３） 縦覧時間 

経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課 

国土交通省港湾局海洋・環境課 

10時 00分から 18時 15分まで 

山形県環境エネルギー部エネルギー政策推進課 

山形県庄内総合支庁総務企画部総務課連携支援室 

遊佐町地域生活課 

8時 30分から 17時 15分まで 

 

三 意見書の提出 

 一に記載する区域に係る利害関係者は、縦覧に供された指定の案について、以下の通り経済産

業大臣及び国土交通大臣に意見書を提出することができる。 

 

イ 提出方法及び提出先 

（１） 郵送の場合 

〒100-8931 東京都千代田区霞が関 1 丁目 3 番地 1 号 経済産業省資源エネルギー庁省エネ

ルギー・新エネルギー部新エネルギー課 宛てに二部郵送すること。 

（２） 電子メールの場合 

bzl-youzyouzyouhouteikyou@meti.go.jp（経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エ



 

ネルギー部新エネルギー課）宛てに送信すること。 

 

ロ 提出期限 

縦覧期間が終了する日までに必着 

 

ハ 記載要領 

（１） 意見提出者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）並びに意見提出者が申請の内容について利害関係を有する

者に該当する事実を記載すること。 

（２） 意見は、日本語により記載すること。 


